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単
令和6年度梼原町住民税非課税
世帯等特別交付金

R5.6 R6.3 20,521,328 20,521,000

①新型コロナウイルス感染症及び物価高騰等による負担
増を踏まえ、低所得世帯に対し給付金を支給する
②交付金20,250千円（675世帯×30千円 = 20,250千円）
③R5年度住民税非課税世帯675世帯
④実交付対象者の8割程度の給付を目標とする

新型コロナウイルス感染症及び物価高騰等によ
る負担増を踏まえ、低所得世帯に対し給付金を
支給した

交付対象675世帯への交付率は100％となった

支給要件確認書の個別通知を行うことによ
り、迅速な対応を図ることができた。

総務課

7 単 飼料価格高騰対策補助金 R5.6 R6.7 22,396,000 22,396,000

①長引く新型コロナウイルス感染症の影響による飼料価
格の高騰により、厳しい経営状況に直面している畜産農
家及び法人、団体に対し、飼料高騰に見合った価格を経
営の安定化を図るために保有牛の頭数に対して助成す
る。
②Ｒ5.6.12時点で保有している肉用牛に対する飼料価格
の補助。
肉用牛（肥育牛）：40,000円/頭×349頭＋肉用牛（繁殖
牛）：37,000円/頭×228頭＝22,396,000円
③梼原町内において肉用牛を１頭以上飼育し経営を行う
農家及び法人、団体。
④肉用牛（肥育牛）349頭、肉用牛（繁殖牛）228頭

町内で保有する肉用牛に対し補助金を交付し、
飼料高騰に対する支援を行った。

　肥育牛　40,000円*349頭=13,960,000円
　繁殖牛　37,000円*228頭= 8,436,000円
    計　　　　　　　 　　22,396,000円

交付先：7事業者

飼料価格高騰により厳しい経営状況の畜産
農家に支援を行うことにより、農家への負
担軽減を図ることができた。

産業振興課

8 単 生産農家物価高騰対策補助金 R5.6 R6.2 1,179,079 1,790,000

①長引く新型コロナウイルス感染症拡大の影響による物
価高騰等により影響を受けている町内系品目出荷農家の
負担軽減を図る業務に対し、高知県農業協同組合高西営
農経済センターへ補助金を交付する。
②ア.系統品目を出荷した町内農家に係る販売手数料
（補助率1/2以内）イ.事務手数料等その他事業実施に係
る経費（定額）
　ア.系統品目を出荷した町内農家に係る販売手数料見
込額：2,342千円×1/2＝1,171千円
　イ.（振込手数料110円＋郵便料110円）×44名分（見
込）≒10千円
③高知県農業協同組合高西営農経済センター
④系統品目を出荷する町内農家44名に係る補助

物価高騰等により影響を受けている町内系統品
目出荷農家の負担軽減を図る業務に補助金を交
付した。
　出荷手数料補助　1,171,379円
　事務手数料　　　　　7,700円
　対象となった農家数　　35件

交付先：高知県農業協同組合

資材高騰等影響を受けている町内系統品出
荷農家の出荷に係る手数料及び事務手数料
を高知県農業協同組合へ支援することによ
り、出荷農家への負担軽減を図ることがで
きた。

産業振興課

9 単
中学生海外研修費用高騰分補
助事業

R5.7 R5.9 6,880,720 11,440,000

①コロナ禍で数年中止となっていた梼原中学校の海外研
修において、物価高騰の影響により高騰している航空券
代金を補助することにより、海外研修を希望する学生の
負担軽減を図り、海外研修の機会を諦めることなく学び
の場を享受できるようにするとともにグローバル人材の
育成を図る。
②研修費用の航空券代のうち、飛行機運賃及びTAX等の
経費のH30年度との増額分
H30→R5飛行機運賃及びTAX等差額：288,000円×５人＝
1,440,000円
③梼原中学生海外研修事業実行委員会
④希望する中学生全員が海外研修に参加できることによ
りグローバル人材の育成を図る

イギリスでの2週間の海外研修を実施。海外生活
を通じ、日本を見つめ直すと共に語学力向上と
国際交流を行うことが出来た。

H30→R5飛行機運賃及びTAX等差額：288,000円×
5人＝1,440,000円

対象者：中学生4人,引率教員1人

物価や燃油価格高騰により、諦めなければ
ならなかった海外研修での学びの機会を与
えることが出来た。

生涯学習課
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10 単 奥四万十エリア観光促進事業 R5.11 R6.2 3,548,182 3,548,000

①新型コロナウイルス感染症の行動制限解除により、社
会経済活動が正常化し観光需要が回復するなかで、その
効果を高幡広域市町村圏のすみずみまで波及させるた
め、クーポン券の販売により新型コロナウイルス感染症
の影響による物価高騰による消費控えを軽減させつつ滞
在型観光を促進し、観光消費額の拡大を図る。
②高知県民及び県外観光客に対し、登録店舗等で使用で
きるクーポン券を販売、そのクーポン券と事務経費
クーポン券100,000千円＋事務経費10,000千円＝110,000
円のうち負担金4,000千円
③高幡広域市町村圏事務組合
④高幡市町内において相互的に観光客の域内においての
経済活動を促す

奥四万十トク旅クーポンを発行 1万セット
1セット（宿泊券 4,000円+平日利用限定宿泊券
1,000円+観光券5,000円）を5,000円で販売

●クーポン券の販売内訳
　・全国コンビニ　　4,480冊
　・各地域店舗販売　5,520冊

●クーポン券の使用実績
　・宿泊券　　43,969千円（　使用率88％）
　・観光券　　49,666千円（　使用率99％）
　・合計　　　93,635千円（　使用率94％）
　・未使用額 　6,355千円（未使用率 6％）
※宿泊券のうち平日限定宿泊券の使用額は7,357
千円（使用率74％）

●市町村負担金実績
3,548,182円の実績（当初4,000,000円）88.7％

交付事業者：一般社団法人奥四万十高知

・クーポン引換券を全国のコンビニエンス
ストアで販売した結果、四国、関西を中心
に計34都道府県での販売実績へと繋がり、
県外からの観光客が奥四万十エリアに来訪
いただいた。また、直接店舗販売分も完売
し、地元・近郊県の方々にもご利用いただ
けた。
・クーポン券の使用実績としても高い数字
となり、通常閑散期となる冬季期間におい
ても宿泊・物販とも実績が例年と比較して
高い実績がでた。また、平日限定宿泊券の
利用実績も高い数字となり、宿泊日の平準
化に一定の貢献をした。
・地元のTVCMや新聞広告といった既存手法
だけでなく、YouTubeやSNS、TVerといった
新しい広告媒体を活用したことで、広範囲
での購入効果があったと推察する。広告を
展開したエリアと販売実績が一致してお
り、ターゲットに効果的に周知出来た。
・高幡広域市町村圏内（奥四万十エリア）
の物価高騰による消費控えの軽減を図るこ
とが出来た。

産業振興課


